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Ⅰ はじめに（本指針の策定趣旨） 

  平成 27（2015）年に第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択され

た、気候変動問題に関する国際的な枠組み「パリ協定」や国連気候変動に関する政府間

パネル（ＩＰＣＣ）の「ＩＰＣＣ1.5 度特別報告書」を受け「2050 年のカーボンニュー

トラル実現」を目指す動きが世界的な潮流となっているほか、環境等に配慮した経営を

行う企業へ投資する「ＥＳＧ投資」は世界で 3,000 兆円にもおよぶとされ、環境への配

慮は企業にとっても取り組むべき重要な課題となっている。 

上記国際的機運の高まりなどを背景として、令和２（2020）年 10 月、国は「2050 年

カーボンニュートラル」を宣言するとともに、「経済と環境の好循環」をつくり出す考え

を表明した。さらに、同年 12月には、今後成長が期待される産業として 14の分野で高

い目標を設定した「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（以下「グ

リーン成長戦略」という。）を策定するなど、産業政策の観点からも、カーボンニュート

ラルが重要な政策テーマとなった。 

こうした動きを受け、本県においても、「2050 年とちぎカーボンニュートラル実現に

向けたロードマップ～温室効果ガス排出実質ゼロまでの行程表～」（以下「県ロードマ

ップ」という。）を令和４（2022）年３月に策定して、既存技術の最大限の活用による削

減等により、令和 12（2030）年までに温室効果ガスを 50％削減することを目標とする

とともに、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて取り組むこととしたところであ

る。 

また、県ロードマップにおいては、取組を牽引する重点プロジェクトを掲げたところ

であり、その一つである「とちぎグリーン成長産業創出プロジェクト」では、脱炭素化

の取組を加速させる脱炭素技術・製品等の実装・創出を図り、力強い産業の成長を促進

することとしている。 

県においては、令和３（2021）年３月に策定した、本県の産業振興施策の基本指針で

ある「新とちぎ産業成長戦略」において「脱炭素化の動き」への対応の必要性に言及し

たところであるが、県議会に設置された「グリーン社会実現特別委員会」が令和３年度

に取りまとめた提言やこれを受けた県ロードマップ等も踏まえ、本県経済の持続的発展

のためには、今後の県の産業分野における取組の基本姿勢や方向性を明確化させ、企業

や研究機関等との共通認識を持って取組を推進していくことが重要である。このため、

脱炭素化を契機として県内企業の競争力強化と本県産業の力強い成長（以下「グリーン

成長」という。）につなげていくため、本指針を策定することとしたものである。 
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Ⅱ カーボンニュートラルの潮流 

 

１ 温暖化対策と成長戦略としてのカーボンニュートラル 

(1) 気候変動対策の機運の高まり 

  平成 27（2015）年ＣＯＰ２１で採択された、気候変動問題に関する国際的な枠組み

「パリ協定」では、「今世紀後半のカーボンニュートラルを実現するために、排出削減

に取り組むことを目的とする、」とされている。 

  これに加えて、国連気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の「ＩＰＣＣ1.5 度

特別報告書」によると、産業革命以降の温度上昇を 1.5 度以内に抑えるという努力目

標（1.5 度努力目標）を達成するためには、2050 年近辺までにカーボンニュートラル

を実現することが必要という報告がされている。 

こうした背景に加えて、各国の野心的な目標の引上げなど、「2050 年のカーボンニ

ュートラル実現」を目指す動きが国際的に広まり、令和３（2021）年４月現在、日本

を含む 125 か国と１地域が、2050 年までのカーボンニュートラル実現を表明してい

る。 

＜2050 年までのカーボンニュートラルを表明した国＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 成長戦略としての機運の高まり 

   上記温暖化対策としてのカーボンニュートラルの機運の高まりを背景に、2050 年カ

ーボンニュートラル達成のためには、既存の技術に加え、これまでにない新たな技術を

駆使して目標に近づけていくことが必要とされており、世界では大胆な投資をする動

きが相次ぐなど、気候変動問題への対応を“成長の機会”ととらえる国際的な潮流が

加速している。 

   このような中、世界中のビジネスや金融市場も、その潮流の中で大きく変化しており、

カーボンニュートラルは、国や業界を横断する巨大な投資テーマを生み出して投資を

誘発し、経済対策や今後数十年にわたり競争力を持ち続ける産業の育成につながると

ともに、社会経済が大きく変革し、生産性を向上させ、産業構造の大転換と力強い成長

を生み出すチャンスととらえられている。 

   昨今では、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）を考慮し

出典：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ 
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て投資を行う「ＥＳＧ投資」が世界中で拡大しており、世界では平成 30（2018）年に平

成 28（2016）年比で 1.3 倍の約 858 兆円、日本では同 4.2 倍の約 176 兆円増となり、

環境への配慮は企業にとっても取り組むべき重要な課題となっている。 

 

＜各国の脱炭素技術開発等への投資内容＞ 

 

出典：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ 

 

＜世界と日本におけるＥＳＧ市場規模＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ 
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２ 国内の動向 

(1) 政府の対応 

   令和２（2020）年 10 月、政府は「グリーン社会の実現」に向け、「成長戦略の柱に経

済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力」するとともに、「2050

年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言した。 

   この宣言に併せて、主に以下の点についても言及があり、総力を挙げて取り組むとし

た。 

・ もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではない。積極的に温暖化対策を行うこ

とが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の

転換が必要である。 

・ 鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的な  

イノベーション。実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進する。 

・ 規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進める。 

・ 脱炭素社会の実現に向け、国と地方で検討を行う新たな場を創設する。 

・ 環境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進める。 

・ 世界のグリーン産業をけん引し、「経済と環境の好循環」をつくり出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ 

 

(2) 関係省庁等における具体的対応  

   経済産業省は、関係省庁と連携し、「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦を、「経

済と環境の好循環」につなげるための産業政策として、14 分野を成長分野と位置付け

るとともに、2050 年までの工程表を示した「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリ

ーン成長戦略」を策定した。 

   また、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）に２兆

円の基金を造成し、例えば「大規模水素サプライチェーンの構築」など、国が事業者を

募集する項目・プロジェクトを示し、これに野心的かつ経営課題として取り組む企業等

に対して、今後 10年間、研究開発・実証から社会実装までを継続して支援していくこ

ととしている（グリーンイノベーション基金事業）。 

＜カーボンニュートラルのイメージ＞ 
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＜「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（経済産業省ほか）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省ＨＰ「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（広報資料） 
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Ⅲ 本県産業の現状と課題、脱炭素化に向けた企業の取組状況等 
 

１ 本県産業の現状と課題 

(1) 現状 

   ① 本県の産業構造や製造業の動向等 

これまでの施策の展開により、本県の産業構造は、平成 30（2018）年度県内総生

産のうち、製造業を中心とした第２次産業の割合が 46.1％（全国２位）であり、全

国割合の 27.6％と比較して大きな割合を示しているほか、製造業の割合についても、

41.2％で、同じく全国第２位となっている。 

    また、製造業の動向を把握するための指標である製造品出荷額等は、平成 20（2008）

年に過去最高の９兆 2,792 億円（全国 12 位）となり、その後リーマンショックや東

日本大震災の影響により一時減少したものの、平成 25（2013）年以降、年々増加し、

平成 29（2017）年には９兆 2,333 億円（全国 12 位）と過去最高に迫る勢いとなっ

た。 

    しかし、製造品出荷額等は、米中貿易摩擦による在中企業の対米輸出減少に伴い、

取引関係のあった県内企業の受注が減少したことなどにより、平成 30（2018）年に

９兆 2,111 億円（全国 12 位）と、前年比▲0.2％と６年振りに減少に転じた。さら

に、平成 31（2019）年には９兆円を割り込み８兆 9,664 億円（全国 13 位）で前年比

▲2.7％で、減少傾向が続いている（総務省・経済産業省「工業統計調査」「経済セン

サス」）。 

 

② 本県における、ものづくり企業を対象とした重点的振興施策 

県においては、これまで、本県に産業集積があり、将来の成長が見込まれた５分野

（自動車、航空宇宙、医療機器、光、環境）について重点的に振興を図ってきたとこ

ろである。 

今般の社会経済情勢の変化を踏まえ、令和３（2021）年度を始期とする「新とちぎ

産業成長戦略」では、これまでの産業振興施策で培ったネットワーク等の強みを生か

し、自動車産業、航空宇宙産業、医療福祉機器産業を本県ものづくりの「戦略３産業」

と位置付け、重点的に支援するとともに、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術、光学技術、

環境・新素材技術を今後の本県のものづくり企業の成長を加速させる「未来３技術」

と位置付け、新技術・新製品開発や「戦略３産業」等への活用の促進を図り、施策の

相乗効果によるものづくり県の更なる発展を目指し、施策を展開している。 

    このうち、環境・新素材技術については、環境への意識の高まりを受け、県内企業

における技術・製品開発のニーズが高まっていることから、本県の基幹的産業であ

る「戦略３産業」のほか、幅広い産業で活用が進むよう取り組んでいるところであ

る。 
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(2) カーボンニュートラル実現に向けた課題 

   世界的なカーボンニュートラルの流れの中で、産業界においては、製造工程等におけ

るＣＯ２排出量の削減の取組とともに、サプライチェーン全体で脱炭素化を求める動き

が出ていることや、国のグリーン成長戦略において令和 17（2035）年に乗用車の新車

販売で電動車 100％の実現を目指していることが象徴的であるが、企業によっては、産

業構造の変革に伴い、これまでのビジネスモデルや戦略の見直しが求められるなど、カ

ーボンニュートラルの実現に向けた適切な対応が求められている。 

   一方で、脱炭素化を契機として、これまでにない革新的技術の開発や環境等に配慮し

た企業に投資するＥＳＧ投資などの動きが加速化していることから、これらの動きを

チャンスととらえ、地域経済の成長につなげていく必要がある。 

 

 

２ 脱炭素化に向けた本県ものづくり企業の取組状況 

令和３（2021）年６月に県内製造業に携わる企業に対して、県として実施したアンケ

ート調査では、回答企業の９割が脱炭素化に取り組む必要があるとする一方、検討を含

め取組を行っていない中小企業の割合は 30％となり、大企業の８％と比較すると、取

り組む企業が少ない状況となっている。 

今後の脱炭素化に資する技術・製品の開発等に向けては、「自動車産業」、「航空機産

業」、「蓄電池産業」への参入関心が高い結果となった。 

他方、脱炭素化に取り組む中での課題としては、「専門知識やノウハウの不足」、「ど

のレベルまでの対応が必要か分からない」、「コストに見合う効果が見込めない」、「取組

を推進する人材がいない」との回答が多かった。 

また、本アンケートでは、「自動車の電動化の進展に伴う影響や取組状況等」につい

ても調査を行ったが、中小企業においては、「マイナスの影響がある」（34％）が「プラ

スの影響がある」（25％）を上回る結果となり、前者の回答をした企業では「エンジン

部品」、「駆動・伝導及び操縦装置部品」の開発・生産に携わる企業が多い傾向となった。

今後の電動化の進展に対応するため、各企業においては「自動車分野における新規取引

先の開拓」、「自動車以外の分野への進出又は業態転換」に取り組んでいる状況である。 

 

 

＜脱炭素化に向けた取組に関するアンケート調査結果（一部抜粋）＞ 

○脱炭素に向けた現在の取組状況について 
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Ⅳ グリーン成長に向けた本県の取組 

 

１ 基本的考え方 

カーボンニュートラル実現に向けた取組は世界的な潮流であり、県内企業がこの潮流

に乗り遅れることなく速やかに対応することが急務となっている中で、カーボンニュー

トラルの流れを本県産業の成長につなげる絶好のチャンスととらえ、国のグリーン成長

戦略に掲げた「今後の産業としての成長が期待される重要分野」であって、「2050 年カー

ボンニュートラルを目指す上で取組が不可欠」な成長分野における新たな産業の創出や

企業等の誘致等を進めることが重要となっている。 

こうした状況を踏まえ、本県経済の持続的発展に向けて、産業界と共通認識を持って施

策を推進するため、県の取組の基本姿勢や方向性を明確にすることとした。 

併せて、これまでの重点産業振興施策で培ってきた技術力や強化されたネットワーク、

産業集積等本県の強みや、今後の技術革新・市場動向も見据え、産業分野を分類するとと

もに、産業振興に当たっての施策の柱を示していく。 

 

 

２  取組に当たっての基本姿勢と方向性 

グリーン成長戦略で成長分野とされる 14 の分野は、研究段階における対応が必要な分

野から、新技術等の導入拡大や実装に向けて対応が必要な分野まで、成長に至る時間軸が

異なる。 

例えば、本県の優れた技術や産業集積を強みとする自動車産業のように電動化の流れ

を受けた国際的競争が既に激化している分野から、「水素産業」のように今後も研究・技

術開発や実証を要する分野など、分野に応じて関連する企業や技術開発への取組の進捗

や熟度も様々である。 

また、企業においてはサプライチェーン全体の動きを見据えた製造工程における脱炭

素化を図る必要があるなど、企業や製造品自体の温室効果ガス排出削減への取組も求め

られている。 

これらの理由から、県は企業のニーズや取組状況を踏まえ、企業がカーボンニュートラ

ルの潮流を的確にとらえ、持続的成長ができるよう、進捗段階に応じた適切な支援を行っ

ていくほか、成長分野における新産業の創出を促進していくこととする。 

なお、カーボンニュートラルの潮流に伴う新しい製品やサービスの創出によって、プラ

スだけでなく、一定程度のマイナスの影響が生じることも想定されることから、このよう

な影響を受ける県内企業に対しても適切な支援を行っていく。 
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３ 今後成長が期待される 14 分野に係る県の分類 

国のグリーン成長戦略に掲げられた 14 の分野については、以下の３つの観点を踏まえ、

これまでの重点的な振興により産業集積が図られ、更なる競争力強化を図る「基幹産業」、

今後の市場規模の伸び等による成長や県内企業の参入が期待される分野として、将来を

見据えて技術開発支援を行う必要のある「次世代産業」、将来に向け産業の新たな芽を創

出する「萌芽産業」の３つに分類し、施策の効果的な展開を図っていくこととする。 

なお、カーボンニュートラルへの道筋は、長期的な目標であり、今後の技術革新や市場

動向、将来における県内産業の集積状況によって大きく変わることが考えられるため、各

分類に属する分野は柔軟に見直していく。 

 

 

  【産業分野の分類における観点】 

① ポテンシャル（強み） 

     これまでの重点的な振興により強化された産業集積や、優れた技術を有する 

中小企業が集積している分野 

 

② 成長性 

将来における市場規模や関連する大手企業や研究資源等が県内に存在するなど、 

今後の成長性が期待できる分野 

 

   ③ 技術開発の進展状況 

     新たな技術の開発が見込まれており、県内企業等の参入などが期待される分野 

 

(1) 基幹産業 

  （自動車・蓄電池産業、航空機産業） 

    グリーン成長戦略では、「自動車・蓄電池産業」においては令和 17（2035）年に乗

用車の新車販売で電動車 100％の実現を目指す電動車関連技術等の強化などを、「航

空機産業」においては令和 12（2030）年までに機体のモデルチェンジに合わせた装

備品の電動化に向けた技術確立等が掲げられている。 

このため、これらの分野については、このような脱炭素化の潮流を踏まえ、更なる

成長が図られるよう、これまでの産業施策で培ってきた技術力や強化されたネット

ワーク、産業集積を生かしながら、重点的に各種施策等を展開していく。 

なお、自動車産業の電動化に向けた流れの中で、企業によっては電動化に伴い不要

となるエンジンに関連する部品等の需要が減少する等、一定のマイナスの影響が 

生じることが想定されることから、自社の技術的強みの見極めを促しながら必要に

応じて業態転換も含めた支援を行っていく。 
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(2) 次世代産業 

  （太陽光・地熱産業等（次世代再生可能エネルギー）、水素・燃料アンモニア産業、

半導体・情報通信産業、カーボンリサイクル・マテリアル産業、資源循環関連産業） 

    既存のシリコン太陽電池では設置が困難な建築物等においても設置可能な次世代

型太陽電池などの「太陽光・地熱産業等（次世代再生可能エネルギー）」や、国が「新

たな資源」「カーボンニュートラルへのキーテクノロジー」と位置付けるとともに、

今後市場規模が 270 兆円に成長するとされている水素を含む「水素・燃料アンモニア

産業」のほか、強靱なデジタルインフラの強化に不可欠な「半導体・情報通信産業」、

輸送用機械の軽量化等に資する環境性能の高い革新的な金属素材などを供給する

「カーボンリサイクル・マテリアル産業」、バイオプラスチック技術など循環型社会

の基盤となる技術である「資源循環関連産業」の５分野は、特に、今後の成長の可能

性が見込める分野と位置付けて、挑戦に積極的な企業の掘り起こしや誘致等を行い、

新たな市場の取り込みを図るための施策を展開していく。 

 

(3) 萌芽産業 

  （次世代熱エネルギー産業、原子力産業、船舶産業、物流・人流・土木インフラ産業、

食料・農林水産業、住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業、ライフスタ

イル関連産業） 

    基幹・次世代産業に分類した分野以外の７分野は、国のグリーン成長戦略において

今後の成長が見込まれる分野であり、次世代熱エネルギー産業などは電力・ガス等の

インフラ関連等の大手企業の取組などによるイノベーションが期待されている。 

これらの分野は、建設工事、農林水産業、住民活動など幅広く応用される可能性の

ある分野であり、県内企業が速やかに対応することで企業の成長にもつながる産業

へ成長する可能性もある。 

このため、本県においては、今後将来に向けて新たな産業の芽を創出する分野と位

置付けて、各分野におけるイノベーション等の動向を注視しながら、中長期的視点で

企業における機運醸成や技術開発等を支援していく。 
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＜産業分野の分類と市場規模見込み等＞ 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 市場規模  ：グリーン成長戦略から引用 
・ 知財競争力 ：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰから引用 

基 幹 産 業 次 世 代 産 業 萌 芽 産 業

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
（
強
み
）

成

長

性

波

及

効

果

自動車や航空機産業が集積し、
技術力を有する中小企業が多
い

協議会等を通じたネットワークを
形成

燃料電池や半導体関連部品等の
製造企業が立地

県内研究機関での研究等がされて
いる

大手企業の取組が中心

水素：270兆円(2050年)

半導体：100兆円(2030年)

その他3分野：10～40兆円(2050年)
蓄電池：19兆円(2030年)

自動車の構成部品は約２
～３万点（電気自動車で
は約その半分）、航空機は
300万点であり、多くの産業
が関係する裾野の広い産業

次世代再エネや水素などは、世界
的に市場拡大が期待されており、
利活用に関連する機器の素材や
部品等における需要拡大も見込ま
れる

建設工事、農林水産業、
住民活動など幅広く応用さ
れる可能性がある

強みを生かして
着実な発展を図る分野

市場規模の伸びや、
中小企業の参入が見込まれる分野

市
場
規
模

知
財
競
争
力

自動車・蓄電池：世界１位
航空機：世界４位

水素：世界１位
その他４分野：世界３位以内等
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４ グリーン成長に向けた産業政策の４つの柱 

企業の取組状況に応じた適切な支援を図るため、グリーン成長戦略や県ロードマップ

のほか、県が行ったアンケート調査結果等も踏まえ、「機運醸成・環境整備」、「技術開発

等への支援」、「新産業の創出・育成」、「企業誘致・定着の強化」の４つの柱と、これらの

取組を円滑に実施する「推進体制」を構築することでグリーン成長の実現に向けた施策を

展開していく。 

 

(1) 機運醸成・環境整備 

カーボンニュートラルの実現に向けた世界の流れに県内中小企業等が乗り遅れるこ

となく対応していくため、セミナーの開催などにより機運醸成を図るとともに、企業の

製造工程における脱炭素化の促進や、カーボンニュートラルに向けた取組に必要な資

金確保への支援などの環境整備に取り組む。 

 

  【当面の主な取組】 

・ 県内企業等の経営者層に向けたカーボンニュートラルの現状と課題等に関するセ

ミナーの開催 

・ 製造工程の脱炭素化を促進するためのセミナーの開催やアドバイザー派遣、生産ラ

インの改善等のモデル創出、取組成果等を横展開し県内企業への波及を目指すグ

ループワークの開催 

・ 自動車業界の最新動向や未来３技術（環境・新素材等）に関連する有識者などを招

聘した講演会の開催 

・ サービス産業の脱炭素化への対応のための先進事例を紹介する講演会等の開催 

・ 県内中小企業のカーボンニュートラルに向けた取組を支援する融資制度の創設 

                                    など 

 

(2) 技術開発等への支援 

カーボンニュートラル実現の潮流に呼応し、県内企業の競争力を強化するため、脱炭

素技術の開発に取り組む企業の研究開発や技術開発、販路開拓支援を行う。 

また、自動車関連産業において電動化の流れに対応するための専門家派遣等の各種

支援を行っていく。 

   

【当面の主な取組】 

・ 中小企業等が持つ脱炭素に資する技術の芽を育成する研究から革新的技術の創出・

実装までを支援 

・ 脱炭素化技術の活用を促進するための研究会の開催、脱炭素化に資する製品等の販

路拡大を支援するための展示会への出展等 

・ 自動車産業における電動化等を受けた対応方針策定のための専門家派遣等 

・ 県産業技術センターにおける県内企業の技術開発支援のための環境整備 

・ 新技術・新製品創出のための大学等の研究機関と県内企業とのマッチングを目的と

したワークショップの開催                      など 
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(3) 新産業の創出・育成 

2050 年カーボンニュートラル実現のためには、産業界においては、これまでのビジ

ネスモデルや戦略を変更することに加え、大胆な投資によりイノベーションを創出す

ることなど、民間企業の前向きな挑戦が求められている。 

このため、グリーン成長戦略に掲げた 14 分野において、今後、市場拡大や大きな需

要拡大が見込める産業について、これまでにない新たな技術や製品・サービスを生み出

そうとする企業の取組を支援し、新産業の創出・育成につなげていく。 

 

  【当面の主な取組】 

・ 国のグリーン成長戦略の 14分野における革新的技術開発に取り組む県内企業や大

学等研究機関の掘り起こし 

・ グリーン成長戦略の成長分野における革新的な技術開発やシステム構築等に向け

たＦＳ調査、インキュベーション研究、実用化開発への支援        

など 

 

(4) 企業誘致・定着の強化 

カーボンニュートラルの潮流をとらえて県内産業の活性化を図るためには、県内企

業の技術開発支援や新産業の創出等に加え、県外から国のグリーン成長戦略で成長が

期待されている分野の企業等を誘致することも有効な手段であることから、インセン

ティブを強化するなどして、企業立地や定着を促進する。 

   

【当面の主な取組】 

・ 国のグリーン成長戦略の 14分野のうち、カーボンニュートラルの実現に資する投

資を対象とした補助制度の拡充 

・ カーボンニュートラル時代の産業団地の方向性を検討するため、再生可能エネルギ

ー等を活用する産業団地整備の実現可能性を調査            

など 

 

５ 推進体制 

カーボンニュートラル実現に向け、社会情勢や技術革新は今後加速度的に変化してい

くことが予想されることから、県と産業界が最新の動向等について共通認識を持ち、効果

的な施策の展開や取組の見直しを図っていく必要がある。 

このため、本指針に掲げた取組を実効性あるものとするため、産業界と一体となった組

織を設置し、グリーン成長を実現するための推進体制を構築する。 

 

  【当面の主な取組】 

・ カーボンニュートラル実現会議のもとに設置する産業部会（仮称）において、本指

針に掲げた施策の方向性や事業の見直しに係る意見を聴取し、県の施策に反映す

ることにより、実効性あるＰＤＣＡサイクルを構築 
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＜グリーン成長の実現に向けた産業政策の４つの柱と推進体制＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

の

産 業 政 策 の ４ つ の 柱

・ 国のグリーン成長戦略の14分野における革新的技術開発に
取り組む県内企業や大学等研究機関の掘り起こし

・ グリーン成長戦略の成長分野における革新的な技術開発や
システム構築等に向けたＦＳ調査、インキュベーション研究、
実用化開発への支援

・ 国のグリーン成長戦略の14分野のうち、カーボンニュートラルの
実現に資する投資を対象とした補助制度の拡充

・ カーボンニュートラル時代の産業団地の方向性を検討するため、
再生可能エネルギー等を活用する産業団地整備の実現可能性
を調査

国のグリーン成長戦略で成長が期待されている分野のうち、カー
ボンニュートラルの実現に資する投資を本県に誘引するため、以下
の取組を実施していく。

セミナーの開催などにより機運醸成を図るとともに、企業の製造
工程における脱炭素化を促進するほか、カーボンニュートラルに向
けた取組に必要な資金確保への支援などの環境整備に取り組む。

脱炭素技術の開発に取り組む企業の研究開発や技術開発、販
路開拓支援を行うほか、自動車関連産業における電動化の流れに
対応するための専門家派遣等各種支援を行っていく。

・ 経営者の速やかな対応を促すセミナーの開催
・ 製造工程における脱炭素化による競争力強化のためのセミナー
の開催、専門家派遣、モデル創出、グループワークの開催

・ サービス産業の先進事例を紹介する講演会等の開催

・ 県内中小企業のカーボンニュートラルに向けた取組を支援する
融資制度の創設

・ 脱炭素化に係る技術の芽の育成する研究から革新的技術の
創出・実装までを支援

・ 販路開拓に向けた大型展示会出展等

・ 自動車産業における電動化等を受けた対応方針策定のための
専門家派遣等

・ 産業技術センターの支援機能の強化

グリーン成長戦略に掲げた14分野の中で、今後、市場拡大や
大きな需要拡大が見込める分野での取組や、新産業の創出につ
ながる革新的な技術開発への支援などを行っていく。

①機運醸成・環境整備 ②技術開発等への支援

④企業誘致・定着の強化③新産業の創出・育成

等 等

等 等

【推進体制】産業界から意見を聴取して施策に反映するため、カーボンニュートラル実現会議のもとに産業部会を設置
（PDCAサイクルの構築）
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６ 各主体の取組 

 

(1) 県 

  ① 推進体制の構築と効果的な施策の展開 

・ 県内企業や研究機関における脱炭素に資する積極的な取組を促していくため、各

分野における最新動向や有識者等の知見、カーボンニュートラル実現会議のもと

に設置する産業部会（仮称）における県内経済団体等からの意見等を踏まえるほ

か、とちぎ産業振興協議会やとちぎ未来技術フォーラム等も活用しながら、企業

等のニーズを踏まえた具体的施策を展開し、脱炭素化に向けた取組を支援してい

く。 

・ カーボンニュートラルの実現には、既存技術の高度化に加え、新技術の開発等が不

可欠であることから、本県における中核的技術支援機関である県産業技術センタ

ーにおいては、脱炭素化に向けた技術の普及・啓発・支援等を推進し県内ものづく

り企業の課題解決や技術開発の取組を支援していく。 

 

② 国等の施策との連携 

・ 国においてはカーボンニュートラル実現に向けて技術開発への補助等、政策を総

動員することとしていることから、それらの活用促進を図るほか、市町において

も脱炭素化に向けた積極的な取組が求められているため、国や市町の施策とも連

携を図りながら、県内企業への支援に取り組んでいく。 

 

(2) 民間企業 

・ 製造業においては、自社製品の製造工程等における環境対応の取組が求められる

とともに、カーボンニュートラルの流れを新たなビジネスチャンスととらえ、投

資や技術開発に積極的に取り組んでいくことが期待される。 

・ サービス産業などその他の産業においては、脱炭素化への動きや技術革新等、社

会経済情勢の変化に的確に対応するため、ビジネスモデルの変革・創出等に取り

組んでいくことが期待される。 

 

(3) 研究機関 

・ 脱炭素化に資する革新的技術の研究開発は、大企業に加えサプライチェーンの裾

野を支える中小企業・ベンチャー企業との連携が有効な分野・領域も考えられる

ことから、これらの民間企業とより一層連携して研究成果等を社会実装につなげ

ることなどが期待される。 


